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平成 29年 12月 25日 

総 務 部 

 

情報公開・提供の検証、見直しの視点等について 

 

 

第１ 行財政改革推進プラン上の位置づけ 

□山形県行財政改革推進プラン（抄） 

第２ 県民視点に立った県政運営の推進 ～情報発信力の強化と透明性の向上～ 
 

 

 

 

 

 

 

第２ 検証、見直しの視点（例） 

＜総論＞ 

① 県民の信頼性の向上を図るため、積極的に公表。 

② 公表に当たって、基準や考え方が未整備、不明瞭な点を整備し、さらにより具体的な

解釈や事例を提示することにより、できるだけ県としての統一的な運用を行う。  

③ それに向け、各テーマごとに、対象の捉え方が妥当か、取扱い基準が適切に設定され

ているか、運用が適切になされているかなどを検証する。 

 

＜各論＞ 

１ 情報公開（公文書の開示等） 

⑴ 不開示情報の基準 

⑵ （運用）不開示となっている情報の範囲とその考え方の検証 

① 法人等情報の具体的な範囲 

・ どのような情報の開示が、法人等の正当な利益を害することになるのか。 

  （経営方針、取引先、技術、入札実績等） 

② 意思形成過程の範囲 

・ 審議会等でどの部分を開示すると意思形成に影響するか。 

  （委員の氏名、発言者の氏名、審議内容・結果、将来的な影響の観点） 

③ 行政執行情報の範囲 

 ・ どのような情報の開示が、事務・事業（将来の同種の事務・事業も含む）の適

正な実施に支障を及ぼすおそれがあるか。 

  （業務委託の積算資料や用地補償の交渉経過等） 

⑶ 開示対象情報 

    ・ 現在、開示対象としている文書以外に開示対象とするべきものがあるか。 

  

県民の県政への信頼と理解を深め、山形の魅力をより広く知ってもらうため、県内外への情

報発信力の強化を図る。また、県民との対話や県政運営の透明性確保に向けた情報公開等の取

組みを推進するとともに、法令遵守等の徹底や業務の効率化・県民利便性の向上、危機管理機

能の充実等を図り、県民の期待に応える、県民視点に立った県政運営を推進する。 

資料３ 
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２ 文書管理 

⑴ 文書管理規程で管理する文書の範囲 

・ 原則、紙文書を管理するという規定は妥当か。 

⑵ 電子文書（データ）の取扱いのルール 

・ 電子メールなどの電子データをどの範囲で管理すべきか。 

⑶ 文書（記録等）の作成範囲等 

・ どのような文書（記録等）を作成し、残すことが妥当か。 

⑷ 保存期間の妥当性及び明確化 

・ 保存年限（基準）として、適切な期間が設定されているか。適切に判断できる明

確な基準となっているか。 

⑸ 廃棄する場合の判断は妥当か 

・ 保存年限（基準）を踏まえた廃棄がなされているか。 

 

３ 歴史公文書の保存 

⑴ 選定基準等の妥当性 

・ 適切に選定ができる明確な基準となっているか。 

・ 保存年限終了後に主務課の判断で選定する方法は適当か。 

⑵ 適正な運用の確保 

・ 基準に適合した文書が確実に選定されているか。 

                   

４ 事故・事件が発生した場合の公表 

⑴ 公表する事項についての現在の考え方の妥当性 

⑵ 個別に基準が必要な事故・事件の種類 

⑶ 現在の個別基準の内容と運用の適正性 

 

５ 災害が発生した場合の公表 

⑴ 行方不明者等の個人情報を公表することが妥当な災害等の範囲 

・ 規模、状況、必要性（公益性と個人情報保護のバランス）など 

⑵ 公表する個人情報の範囲 

・ 氏名、性別、年齢、住所など 

⑶ 関係機関との調整 

・ 市町村、消防、警察など 

 

６ 広聴案件に対する対応状況の情報提供    

⑴ 広聴案件から除外する基準等の妥当性 

・ 基準が妥当か、また基準への適合は適切か。 

（「担当部署で直接対応することが妥当」など） 

⑵ 広聴案件をホームページで公開しない基準等の妥当性 

・ 基準が妥当か、また基準への適合は適切か。 

（「掲載しないことについて相当の理由がある場合」など） 

⑶ 全部を公開できない場合の運用 

・ できる限り公開するための措置（個別の案件を一般化して公開するなど）がなさ

れているか。 
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７ 会議等の公開 

⑴ 「審議会等の公開に関する指針」の妥当性 

・ 対象となる会議の範囲が適切か。 

・ 例外的に非公開とする場合の基準は妥当か 

⑵ 適切な運用の確保 

・ 非公開とする場合、基準への適合は適切か。 

（「率直な意見交換の阻害」、「意思形成の中立性を損なうおそれ」など） 

 

８ 庁内会議の記録の作成・保存 

⑴ 「会議の記録の作成・保存の徹底について（申合せ）」の基準の妥当性 

・ 一定の会議について、記録の作成・保存を義務づける必要性はないか。 

⑵ 記録形態の妥当性 

・ 会議の性質に応じて会議録、会議録要旨又は会議概要のうち、適切な記録形態が

選択されているか。 

 

９ 記者発表などによる情報提供 

⑴ 県民が求める情報の提供の実現  

・ 県民のニーズを踏まえ、必要な情報が提供（記者発表等）されているか。 

⑵ 適切な方法での情報提供 

・ 発表や資料提供などそれぞれの手法が適切に活用されているか。（本県では各部

局による記者発表が少ない。） 

 

10 県の保有する情報の積極的な提供 

⑴ 県民が求める行政資料等の提供の確保 

・ 県民が求める行政資料等が適切に収集・設置・提供されているか。 

⑵ 提供窓口の利用の促進 

・ 行政情報センター等の窓口が県民に十分に周知されているか。 

 

11 オープンデータ（統計情報等）などの推進 

・ 現在掲載しているオープンデータは、数的に十分か。また、種類・内容・形式は適切

か。 


